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JR東海（東海旅客鉄道株式会社）が東京・品川―名古
屋間で工事中のリニア中央新幹線は，最近注目さ
れている大井川の水量減少以外にも，深刻な問題
をいくつも抱えている（ただし，JR東海に配慮する大手

マスメディアは決して報じない1）。純粋な技術開発成果
としては素晴らしい点が多々あるだろうが，現実
の日本の社会と国土で考えたとき，必要性，経済
的実現性，採算性，安全性，環境対応性などにつ
いて多くの疑問があるのだ（橋山，2011, 2014）2。筆
者も地震に対する安全性を懸念しており，何度か
簡単に論評したが3，本稿で詳しく論じる。
また，新型コロナウイルス大流行であらためて
問われている私たちの暮らし方という文明論的見
地からも，リニア中央新幹線は再考を迫られてい
る4。それについても私見を述べたい。

リニア中央新幹線の経緯と概要

1973年 11月に運輸省（当時）は全国新幹線鉄道
整備法（1970年 5月制定；以下，全幹法）にもとづき，建
設を開始すべき新幹線 11路線の基本計画を公示
した5。そのなかに「中央新幹線」があり，起点
は東京都，終点は大阪市，主要な経過地は甲府市
付近・名古屋市付近・奈良市付近とされた。翌
74年に，運輸大臣（当時）は国鉄と鉄道建設公団（い
ずれも当時）に地形・地質等の調査を指示した。
いっぽう国鉄は，1962年から鉄道技術研究所

（87年 4月から鉄道総合技術研究所〔以下，鉄道総研〕）でリニ
アモーター推進浮上式鉄道の研究開発を進めてい
た6。88年に運輸省は「超電導磁気浮上式鉄道検
討委員会」を設置して技術開発推進を図り7，89

年 8月に，宮崎実験線（宮崎県日向市）にかわる山梨
リニア実験線（現在，山梨県笛吹市境川町～上野原市秋山，
総延長 42.8 km）8の建設を決定した。このときすでに，
実験線を将来の営業線に使うことが考慮された。
90年 6月には，鉄道総研・JR東海・鉄道建設公
団が作成した「超電導磁気浮上方式鉄道技術開発
基本計画」と山梨実験線の建設計画が運輸大臣の
承認を受け，国家的プロジェクトになった9。
山梨実験線は，96年に先行区間で走行実験が
開始され，2013年には全線が完成して，営業運
転に向けた実験が続けられている10。上記「開発
基本計画」の実施状況は国土交通省（以下，国交省）
の「超電導磁気浮上式鉄道実用技術評価委員会」
で何度かチェックされ，2009年 7月には「営業
に必要な技術が確立しているかまたは確立の見通
しが得られている」と評価された11。
リニア中央新幹線の技術的な概略は以下のとお
りである（例えば，注 6の文献および後述の中央新幹線小委

員会の第 2回の議事録と資料 1-1; なお，小委員会の議事録・資

料等は国交省のウェブサイト12から見られるので，これ以降注

記を省く）。まず，路線には U字型のガイドウェイ
が敷設される。その底部には 2本の車輪走行路
があり，側壁の内側に浮上・案内コイルと推進コ
イルが取り付けられる。車両には液体ヘリウムで
冷却されている超電導磁石が搭載される。電力の
供給はガイドウェイの推進コイルのみにおこなわ
れ，これと超電導磁石がリニア同期モーターを構
成して推進力を生ずる。運転制御は地上でおこな
われ，1列車 1変電所（電力変換器）である。低速度
のときはゴムタイヤで車輪走行するが，時速 150 
kmくらいになると電磁誘導でガイドウェイ側壁
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の浮上・案内コイルが強力な磁石となり，超電導
磁石との間に反発力・吸引力が働いて，車両を
10 cm浮上させるとともに水平的にもガイドウェ
イの中央に保持する。車内で必要な電気は，電磁
誘導による非接触集電でまかなう。
さて JR東海は，超電導リニアによる「東海道

新幹線バイパス」について，第一局面として首都
圏～中京圏間の 2025年営業運転開始を目標に検
討していたが，2007年 12月に，この路線の建設
について全幹法による中央新幹線として「自己負
担」を前提に手続き等を進めると発表した13。
08年 10月に鉄道・運輸機構と JR東海が，

「東京・大阪間のすべての調査範囲において，施
工上の留意点はあるものの，路線建設は可能」と
する地形・地質等の調査報告書を国土交通大臣
（以下，国交大臣）に提出した14。国交大臣は同年 12
月，ルート・駅等に関して地域と調整を図ること
を前提に，輸送力・技術開発などの調査を指示し，
その結果が 09年 12月に報告された。
2010年 2月に国交大臣は全幹法により，国交

省の交通政策審議会に，中央新幹線の営業主体・
建設主体および整備計画について諮問し，それが
陸上交通分科会鉄道部会に付託され，10年 3月
の第 7回鉄道部会15で中央新幹線小委員会（以下，
小委）が設置された（即時第 1回）。基本計画の経過地
の甲府市付近と名古屋市付近の間のルートに関し
ては，JR東海は最短の南アルプスルートを望ん
でおり，長野県は諏訪を通る伊那谷ルートを希望
していて，ルートと走行方式の選定が重要な課題
だった。小委は 11年 5月まで 20回開かれ，最
終日に「答申」16（以下，小委答申）を決定した。
小委答申は，東海道新幹線の東海地震リスクや
経年劣化が懸念されるなかで三大都市圏間の大動
脈が二重化される意義などを強調し，営業主体お
よび建設主体は JR東海が適当であり，整備計画
は以下が適当であるとした。すなわち，「区間：
東京都・大阪市，走行方式：超電導磁気浮上方式，
最高設計速度：505キロメートル／時，建設に要
する費用の概算額（車両費を含む）：90,300億円，主
要な経過地：甲府市付近，赤石山脈（南アルプス）中

南部，名古屋市付近，奈良市付近」である。これ
を受けて国交大臣は，答申どおりに営業・建設主
体の指名と整備計画の決定をおこない，2011年
5月 27日に JR東海に建設を指示した。

JR東海は，全幹法とは別体系の環境影響評価
法により，13年 9月に環境影響評価準備書を公
表して詳細なルートや駅の位置などを示し，14
年 8月に最終的な環境影響評価書をまとめた17。
これらには多くの問題があったのだが18，JR東
海は 14年 8月と 17年 9月に品川・名古屋間の
「工事実施計画（その 1）」（土木構造物）および「同（そ
の 2）」（電気関係）について国交大臣に認可申請をお
こない19，それぞれ 14年 10月と 18年 3月に認
可された。14年 12月には品川・名古屋両駅で着
工式がおこなわれた20。

地震問題を無視した計画

JR東海は，リニア中央新幹線は地震に強いシ
ステムだと主張している21。前述のように車両は
U字型ガイドウェイの内側を非接触で走行し，車
両を常にガイドウェイの中心に位置させようとす
る電磁力が働いているから，地震時に脱線するこ
とはないという。また，東京・名古屋・大阪のタ
ーミナル駅および路線の大半は地下構造やトンネ
ルで地震時の揺れが小さく，さらに東海道新幹線
で実績のある早期地震警報システム（テラス）を導
入して，地震時には早期に列車を減速・停止する
ことができるとしている。
小委ではリニア中央新幹線の地震安全性につい
ての審議はまったくなされなかった。第 2回小
委（2010. 4. 15）で，国交省の担当者が地震対策に関
して簡単な説明をしたが，委員から質問や意見は
出なかった。第 3回小委（10. 5. 10）で JR東海への
ヒアリングがおこなわれたときも，リニア中央新
幹線自体の地震安全性の議論はなかった。第 8
回小委（10. 9. 29）で報告されたパブリックコメント
（10. 7. 30～8. 28実施）の結果のなかに，中央構造線や
糸魚川―静岡構造線という大断層を懸念して中央
新幹線に反対する意見が複数あり，第 15回小委
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（2011. 2. 1）で報告された「中間とりまとめに関す
るパブリックコメント」（2010. 12. 15～2011. 1. 14実施）

にも 996件中「中央新幹線の整備に反対」が 142
件あって，理由のなかに地震対応への不安があっ
たが，これらの反対意見は無視された。第 18回
小委（2011. 4. 14）では同年 3月 11日に発生した東
日本大震災における東北新幹線等の被害に関連す
る報告や説明が国交省と JR東海からなされたが，
リニアの安全性の議論はまったくなかった。そも
そも，第 2回小委で議論された「視点と論点」
のなかで「地震に対する安全性」が完全に欠落し
ていた。こうして前述のように，超電導リニア方
式で長大トンネルを通過する南アルプスルートを
適当とした22。
しかし，地震現象は複雑であり，脱線しない構
造だから万全といえるわけではない。例えば，大
地震発生をテラスが検知して急減速させれば，時
速 150 km程度以下では電磁力が弱くなって車輪
走行になるが，その状態で路線と列車が激烈な上
下・水平の揺れに襲われる可能性もある。また，
山岳トンネルは地震に強いといわれるが，地震規
模が大きかったり，震源域に近かったり，断層破
砕帯などの不良地山区間だったりすれば，過去に
被害例があり23，ガイドウェイが破壊されること
もありうるだろう。とくに，トンネルであれ明か
り区間であれ，活断層を横切る場合，それがズレ
動けば致命的被害を受ける恐れがある。鉄道総研
（2004）24は「活断層による地表変位をどのように
考慮すればよいのか？」という Qを掲げ，断層
変位の影響には構造物の高強度化などの対策が考
えられるとしながらも，「断層変位に対しては，
設計的な対応だけでなく，交通システムの代替性
などソフト面からの対策も併せて考慮する必要が
ある」と解説している。常田（2015）25も，土木構
造物の地震断層対策について，断層の発生変位量
および構造物への影響変位量が大きくなるに従っ
て，技術的に変位を「吸収する」，変位に「追従
する」から，（計画段階で）構造物を移したり路線を
迂回させたりして変位を「避ける」ことになると
している。

したがって，小委が「より安全な」ルートと走
行方式を選定するためには，活断層の分布や地震
発生状況を検討することが不可欠であった。とこ
ろが，小委には地形・地質・地震の専門家がおら
ず，議事録を読むかぎり，家田仁委員長をはじめ
とする委員は地学現象に関する関心と知識と想像
力を著しく欠いていた26。
これは，日本におけるあらゆる開発計画の根本
的な問題であるように思われる。開発を前提とし
た行政が，推進指向の国土計画・都市計画などの
専門家を審議会の委員にして開発計画を決定する。
環境対策や安全対策は，決定された計画の枠内で
安全装置として二次的におこなわれるにすぎない。
かつての個々の原発が，まず電源開発調整審議会
で国策民営の計画どおりに決定され，そのあとで
耐震審査がおこなわれるために，地震学的に根本
的に危険な場所にも建てられてしまったという構
図27と同じである。
筆者は，南海トラフ巨大地震に対する東海道新
幹線のバックアップとしては，後述のようにそも
そも甲府盆地と名古屋は非常に危険だと思うが，
どうしても両地を通るのであれば，諏訪と伊那谷
を経由して地上部分をできるだけ多くした在来型
新幹線方式を積極的に検討すべきだったと考えて
いる。それでも活断層を完全に回避することはむ
ずかしいだろうが，地震被害を低減できて，被災
した場合の復旧の困難さが著しく減るだろう。

活断層が動けば壊滅する

中部日本には顕著な活断層が密集しており，す
でに多くの重要な交通網がこれらと交差したり併
走したりしている。しかし，活断層（地下に面的に拡
がっている）が活動して（面の両側が互いに逆向きにズレ動い
て）大地震を起こせば，そのズレが地表付近まで
達した場合に直上に跨がる構造物を破断するし，
近傍に激しい地震動を生ずる。したがって，新た
に重要交通路を建設するにあたっては，前述のよ
うに，活断層学・地震学・耐震工学（土木）の観点
から慎重に検討すべきである。しかし，それがま
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ったくなされなかった28結果として，JR東海は
図 1のリニア中央新幹線路線を決定した。
鉄道路線が活断層で切断された顕著な事例とし
ては，北伊豆断層系・丹那断層が引き起こした
1930年北伊豆地震（M 7.3）の際の，東海道本線の
丹那トンネル（静岡県，熱海駅～函南駅間）がある29。ま
だ掘削中だったが，東西方向のトンネルが南北走
向・左横ズレの断層運動によって約 2 mくい違
った30。もし完成して列車が通過していたら大惨
事になっただろう。地震後は断層の東西を湾曲し
てつなぎ，1934年に開通した。
活断層を考慮した新幹線建設としては，山陽新
幹線の新神戸駅の事例が有名である。同駅は，
種々の条件から六甲トンネルと神戸トンネルの間
のわずか 460 mの明かり区間に決まり31，諏訪山
断層の上に位置することになった（計画決定は 1960

年代半ばで，六甲山地の断層は知られていたが活断層研究はま

だ盛んではなかった）。ところが，同駅の基礎工事中
に見事な断層面が発見され，たぶん歴史時代に活
動した活断層で将来も活動する可能性のあること
が明らかになった32。このとき新神戸駅の設計は
完了していたが，事態を重く見た国鉄（当時）は設
計を白紙に戻し，断層がズレ動いた場合の影響を

極小にするような構造に変更したのである33。
JR東海は説明会資料34に「活断層はできる限
り回避します／活断層を通過する場合でも適切な
設計・工法により構築します」と書いている。し
かし，品川・名古屋間だけでも，少なくとも図 1
と表に示した 6本の顕著な活断層を横切る。こ
れらの交差位置で，どんな「適切な設計・工法」
ができるのだろうか。
図 1と表の①～⑥，図 1の F, Mは政府の地震

調査研究推進本部（以下，地震本部）の資料35にもとづ
く。⑦は「活断層データベース」36による。活断
層の調査研究は精力的におこなわれているが，ま
だ不明な点が多く，原資料には多くの但し書きが
あるのだが，図 1と表では基本的な位置や概要
を示した。
表中の P（今後 30年以内の地震発生確率）だけを見る

と，どの断層も大地震発生の可能性が低いと思う
かもしれない。しかし，例えば 2016年熊本地震
では，地震本部が Pを不明としていた日奈久断
層帯（高野―白旗区間）で 4月 14日の前震（M 6.5）が発
生したし，Pをほぼ 0～0.9％としていた布田川
断層帯（布田川区間）で 16日の本震（M 7.3）が発生し
た37。また，阿寺断層帯主部の南部は，長期評価

図 1―リニア中央新幹線（品川・名古屋間）の路線と主要な活断層（帯）および南海トラフ巨大地震の予想震源域
路線（概略）は JR東海の資料85をトレース。活断層（概略）の典拠は本文参照。予想震源域（最大クラス）は注 44の資料による。
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では 1586年天正地震（M 7.8）で活動した可能性が
あるとされており，そのために Pがほぼ 0％な
のだが，天正地震を詳しく調べた松浦（2011）38は
阿寺断層は活動しなかったと結論している。まだ
不明な点が多いが，今後何十年も大地震を起こさ
ないと断定はできない。
図 1の断層帯のトンネルでは破砕帯で難工事

が予想されるとともに，もし大地震が発生して
m単位のズレが路線を直撃すれば，列車走行中
ならば大惨事になるし，それを免れたとしても路
線は完全に破壊されて復旧は困難をきわめるだろ
う。久野（1962）39によれば，地表で認められる丹
那断層の南北方向のズレはトンネルの破砕帯中の
北西方向・南北方向の多数の局部的ズレの総和で
あるらしく，地表に断層がない地点でも地下のト
ンネル内には割れ目などがあった。トンネルを横
切る活断層が活動すれば，トンネル内は幅広く破
壊される可能性があり，とくに縦ズレでは広範囲
に傾動が生ずると思われる。最悪の場合には被災
部分を放棄せざるをえないかもしれない。
後述するように，南海トラフ巨大地震の前後に
これらの活断層のどれかで大地震が起こる可能性
は低くない。とくに②は南海トラフ地震と同時に
活動する恐れがある。⑦は不明な点が多いが，中

央防災会議がこの付近にM 6.9の直下地震を想定
しており40，もし発生すればリニアの路線と名古
屋駅に大きな被害を与えると推測される。大阪ま
で延伸する場合はさらに，養老―桑名―四日市断層
帯，布引山地東縁断層帯，奈良盆地東縁断層帯，
生駒断層帯，上町断層帯などの大活断層をリニア
新幹線が横切ることになる。
地殻の応力状態が高まっていれば，1925年北

但馬地震（M 6.8; 活断層との対応不明）の 2年たらず後
に 20 kmほど東の郷村・山田断層で 1927年北丹
後地震（M 7.3）が発生したように，狭い範囲で大地
震が続発することもある。活断層が密集している
中部～近畿地方には未確認の活断層も多数あるか
ら，1984年長野県西部地震（M 6.8）のような活断
層と対応づけられない大地震も起こる。

南海トラフ巨大地震で大被害を受ける

中央新幹線（リニアとは限らない）の “錦の御旗”の一
つが，東海道新幹線が東海地震で被災した際の東
京・大阪間の鉄道輸送の代替だった。第 1回小
委における国交省担当者の最初の説明で，想定東
海地震（当時の呼称；M 8程度）の 30年以内の発生確
率が 87％であること，30年間に震度 6強以上の

表―リニア中央新幹線（品川・名古屋間）が横切る主要な活断層（帯）の概要

番号 名　　称 形　　態 活　動　性

① 曽根丘陵断層帯 甲府盆地南縁，ENE-WSW走向，L約 32 km，
南東側隆起の逆断層

M約 7.3（地表の段差 2～3 m），V 1 m/千年（上下），T約 2

～3千年，P 1％; データが不十分

② 糸魚川―静岡構造
線断層帯南部区
間

長野県北部から南下する大断層帯の南部，L

約 48 km，西側隆起の逆断層が主体
M約 7.6（地表の段差 3 m程度），V 1 m/千年（上下），T 4.6
～6.7千年，A 2.5～1.4千年前，Pほぼ 0～0.1％

③ 伊那谷断層帯主
部

木曽山脈東縁，NNE-SSW走向，L約 79 km，
西側隆起の逆断層

M 8.0程度（地表の段差 6 m程度），V 0.2～1.3 m/千年（上
下），T 5.2～6.4千年，A 14～18世紀＊，Pほぼ 0％

④ 清内路峠断層帯 木曽山脈南部，N-S走向，L約 34 km，右横
ズレ主体の可能性

M約 7.4，右横ズレ約 3 m，過去の活動不明，P不明

⑤ 木曽山脈西縁断
層帯主部

NNE-SSW走向，L約 46 km，北部と南部に
区分され，南部は右横ズレ主体，

南部，A約 6.5～3.8千年前，T約 4.5～24千年，V不明，
南部の M 6.3程度（1 m未満の右横ズレ），Pほぼ 0～4％

⑥ 阿寺断層帯主部
の南部

NW-SE走向，L約 66 km，北部と南部に区
分され，左横ズレが卓越，東側隆起成分あり

M 7.8程度（4～5 m程度の左横ズレ），V約 2～4 m/千年（横
ズレ），T約 1.7千年，A 1586年の可能性，Pほぼ 0％

⑦ 笠寺起震断層 N-S走向，L約 12 km,東側隆起の逆断層． V 0.2 m/千年，T 8.2千年か，具体的なデータはない

本表の記述の典拠については本文を参照。L，断層帯の長さ; M，断層帯全体が同時に活動する場合の地震規模; V，平均変位速度; T，平
均活動間隔; A，最新活動時期; P，今後 30年以内の地震発生確率; ＊14～18世紀に M 8.0程度の地震が発生した歴史地震学的証拠は
ない。
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揺れに見舞われる確率の高い部分（ただし，あらゆる
地震による）を東海道新幹線が走っていることが述
べられた。そのときの資料 4-2の図には，甲府
盆地や名古屋周辺も激しい揺れに見舞われること
と，東南海地震・南海地震の震源域も示されてい
たのだが，東海地方の沿岸部だけが危険で内陸は
安全という誤解が小委を支配したようである。
小委答申は「2.中央新幹線整備の意義につい
て」の 5項目の筆頭に「三大都市圏を高速かつ
安定的に結ぶ幹線鉄道路線の充実」を挙げ，「東
海地震など東海道新幹線の走行地域に存在する災
害リスクへの備えとなる。今般の東日本大震災の
経験を踏まえても，大動脈の二重系化により災害
リスクに備える重要性が更に高まった」と述べて
いる。第 6回小委で意見を述べた寺島実郎・藻
谷浩介両氏も同様のことを述べた。
しかし，そもそも将来の望ましい分散型国土を
考えれば三大都市圏を結ぶという発想自体が旧弊
というべきだが（後述），百歩譲って二重化が必要
だとしても，南アルプスルートのリニア中央新幹
線が東海地震の災害リスクを免れると思うのは，
過去の事実と科学的推測に目をつむった妄想とい
うほかはない。

地震動による被害

駿河湾奥～御前崎沖～日向灘沖に延びる海底凹
地（駿河―南海トラフ）でフィリピン海プレートが西南
日本の下に沈み込んでいて，トラフ陸側を震源域
とするM 8クラスの巨大地震が 100～200年ごと
に発生してきた。かつては，その東部の想定東海
地震がとくに注目されていたわけだが，2011年
の東日本大震災ののちに種々の見直しがおこなわ
れ，現在はトラフ全域において南海トラフ巨大地
震が警戒されている41。30年以内に発生する確率
は 70～80％と推計されているが42，今世紀後半
以降にずれ込むことがないとはいえない。
図 2（a）に，内閣府の検討会の報告43により，最

大クラスの南海トラフ地震（Mw〔モーメントマグニチュ

ード〕 9.0）による推計震度の最大値の分布と，リニ
ア中央新幹線の路線を示す。この図から，路線の
山梨県以西の大部分が震度 6弱の地域にあり，
甲府盆地付近や名古屋付近では震度 6強の領域
を通ることがわかる。最大クラスの地震の想定震
源域44を図 1に示したが，陸域の地下まで拡がっ
ているから，激しい揺れが内陸に及ぶのである（東
日本大震災と著しく異なる）。震源域も震度分布も多少
過大評価の点があるかもしれないが，次に述べる
ように，過去の南海トラフ巨大地震ではこれより
揺れが強かったと推定されるところもある。

図 2―（a）南海トラフ巨大地震の推計震度の最大値の分布とリニア中央新幹線
内閣府の検討会の報告書43の図 5.6をグレースケールにして震度を加筆（5強以下は省略）。白線が図 1のリニア新幹線。
（b）甲府盆地付近の 1854年安政東海地震と 1923年大正関東地震の震度分布とリニア中央新幹線
両地震による震度 6～7（現行の 6強，小さい印）および 7（大きい印）の分布は石橋（1983）45による。リニア中央新幹線（太線）と活断
層（実線）は図 1と同じ。
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図 2（b）は，甲府盆地付近の 1854年安政東海地
震（M 8.4）と 1923年大正関東地震（M 7.9）による震
度分布を石橋（1983）45によって示している。前者
により盆地南西部に震度 7が集中していること
が重要である。1707年宝永地震（M 8.6）も甲府盆
地の揺れは激しかったから46，将来の南海トラフ
地震でも同様になる恐れが強い。リニア路線の明
かり区間の強震動被害や液状化被害，巨摩山地の
トンネル坑口部の被害などが懸念される。
名古屋駅付近も南海トラフ地震で震度 6強に

なると予想される。駅付近は明治期の低湿地であ
り47，表層地盤増幅率は 2以上で48，揺れやすく
液状化の可能性も大きい49。南海トラフ巨大地震
では振動継続時間が非常に長く，地盤が揺すられ
る回数が多いから，深さ 40 m程度まで液状化し
て地盤が流動するかもしれず（側方流動），駅や周辺
部が大きな損害を受ける恐れがある。その場合，
地下のリニア路線が無事であったとしても，鉄道
としては機能しない。名古屋駅の大深度地下から
地表までの施設の耐震の重要性が第 5回小委
（2010. 7. 2）で愛知県知事からも指摘された。

赤石山地の地殻変動

広義の赤石山地は，甲府盆地西方の巨摩山地と
その南方の身延山地，早川谷を隔てた西側の狭義
の赤石山地，および中央構造線を挟んだ西側の伊
那山地からなる。リニア中央新幹線は，甲府盆地
から 4つの南巨摩トンネルで巨摩山地を抜け，
早川橋梁で早川谷を越えて，長さ 25 kmの南ア
ルプストンネルに入る50。これを抜けると小渋川
を渡り（長さ 171 mの小渋川橋梁），長さ 15 kmの伊那
山地トンネルを通り，天竜川橋梁を渡って飯田市
の長野県駅に着く。
赤石山地は第四紀（258万年前以降）の少し前に隆
起を始めた51。それは一般にフィリピン海プレー
トの沈み込みによるとされるが，赤石山地から濃
尾平野・伊勢湾に低下する地形が西南日本で第 1
級の「中部傾動地塊」であり，鈴鹿山脈～大阪湾，
六甲山地～播磨盆地の第 2級の傾動地塊ととも
に東西圧縮の変動を端的に示しているから（藤田・

大田，1977）52，筆者は，赤石山地の顕著な隆起の大
きな要因は第四紀の少し前から強まったアムール
プレートの東進にあると考えている53。
赤石山地一帯は現在も，約 100年間に 40 cm

程度の急速な隆起を続けている54。赤石山地に関
しては，地質条件が悪いことから長大トンネル掘
削の困難性や危険性が指摘されるが55，南海トラ
フ巨大地震の震源域が駿河湾内に及んだ場合に急
激に沈降すると予測されることが重要である。こ
れは，第四紀に顕著に隆起（年平均 3 mm程度）してい
る相模湾北方の丹沢山地が，1925～96年の約 70
年間も年間 4 mm程度の速さで隆起しているが，
1923年大正関東地震の際に最大 1 mほど沈降し
たこと56と似ており，プレート間巨大地震に伴う
必然的現象と考えられる。
図 3は，筆者が「駿河湾地震」（想定東海地震）の震

源断層モデルで計算した地殻変動57にリニア中央
新幹線を重ねたものである。将来の南海トラフ巨
大地震も基本的にこのような巨大低角逆断層を含
むと考えられ，地震発生と同時に赤石山地周辺の
広範囲が短時間に沈降するだろう（ただし，断層面の
位置，形状，遠州灘地域の断層運動の影響などによって，実際

に生ずるのはこのとおりではない）。計算結果は一様な半
無限弾性体の表面のものだが，地層が複雑に堆

図 3―駿河トラフ沿いの巨大低角逆断層運動による赤石山地一
帯の地震時地殻沈降
太破線の矩形が震源断層面（長さ 115 km，幅 70 km，西に 34
度傾斜）の地表投影。隆起・沈降は，石橋（1976）など57の計算
結果を 1.5倍してある（断層すべり量 6 mに相当）。リニア中央
新幹線は図 1と同じ。檀原（1971）54による約 70年間の顕著な
隆起域をグレーで示す（一つの目安）。
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積・褶曲・破断している山地では不均一な変動が
生じ，長大トンネルおよびガイドウェイの損壊が
生ずると危惧される。
リニア列車が長大山岳トンネル内で立ち往生し
た場合，乗客は徒歩で何 kmか先の斜坑等まで歩
き，そこを登って地上に脱出するという58。地震
時でなくても大変なことだろうが，南海トラフ地
震の場合，強震動と地殻変動によって山地の随所
で山崩れなどが発生し，斜坑等が損壊したり，出
口（山腹か谷底）が崩壊したりする恐れが強い。

糸静線断層帯が連動するかもしれない

南海トラフ巨大地震の原動力は，一般にはフィ
リピン海プレートの西南日本への沈み込みとされ
ている。しかし，日本列島の変動を時空間的に広
く総合的に考察すると，西南日本が属するアムー
ルプレートの東北日本に対する東進運動（年間 1～2 

cm; GPS観測で確認されている）も重要な要因だとみな
される59。こう考えると，過去の南海トラフ地震
の前後に西南日本内陸や日本海東縁で（ほぼ）東西
圧縮力による大地震が集中的に起きた理由が理解
され，前述のように，今後も南海トラフ地震の発
生前あるいは直後に図 1の活断層などで大地震
が起こりやすいと推測されるのである。
アムールプレートからみると，フィリピン海プ
レートの沈み込みで圧迫を受けているとともに，
糸魚川―静岡構造線（糸静線）～富士川河口断層帯（図
1）を東限として東進を妨げられており，それによ
るストレスを解放するのが南海トラフ巨大地震だ
とみなされる。そうだとすると，南海トラフ地震
の何回かに 1回は，震源域が駿河トラフ沿いか
ら富士川河口断層帯，さらに例えば身延断層（図 1）

を経て糸静線断層帯に延びる可能性が考えられる。
そうなれば，東海道新幹線の富士川鉄橋付近が
破壊されるが，リニア中央新幹線も破断されて致
命的被害を受ける恐れがある。

大規模地すべりによる路線・車両の埋没

大地震の強震動で大規模な斜面崩壊や山崩れが
起こるのは日本の宿命である。南海トラフ巨大地

震は激しい揺れが長時間続くから，震源域からや
や離れた中部山岳地帯でも過去くり返し大規模な
山地災害が起きた。887年仁和地震（M 8以上）は北
八ヶ岳の山体崩壊を生じたと推定されるし，
1707年宝永地震・1854年安政東海地震でも内陸
山地で土砂災害があったことが知られている60。
大規模な深層崩壊が恐ろしいが，とくに赤石山
地は第四紀の隆起量が大きく，付加体という地質
条件なので深層崩壊推定頻度が「特に高い」とさ
れている61。J-SHIS Map62に示された地すべり地
形も，広義の赤石山地に密集している。工事の影
響もあって，南海トラフ地震の強震動による斜面
崩壊は随所で起こると思われる。河本（2009）63は，
リニア中央新幹線が南アルプストンネルを抜けて
小渋川橋梁（長野県大鹿村）を渡る部分が，V字谷が
深く地質がもろくて非常に危険だと指摘している。
この部分はトンネルにすべきだというが，現状で
は工事履歴も影響して大規模崩壊が起こり，列車
や路線が埋没する危険がある。
南海トラフ巨大地震では，以上の被害がリニア
中央新幹線の全線のあちこちで同時に起こり（品川
駅も影響がありうる），復旧は容易ではないと予想さ
れる。東海道新幹線を含むほかの膨大なインフラ
の復興が優先されて，リニアは放棄せざるをえな
いかもしれない。

新たな災害を引き起こす

リニア中央新幹線は，それ自身が地震被害を受
けるほかに，新たな災害の要因になる恐れが強い。
順不同だが，第 1に，各地で大規模土砂災害
を生ずる可能性がある。回送線も含んだ 256.6 
kmのトンネルの掘削64や，工事用の道路・施
設・立坑・斜坑などの建設を含めて，山岳地帯を
中心に地形を変え，大量の残土を排出し，その不
完全な処理が懸念されるからである65。集中豪雨
などが激化して毎年大災害を生じ，開発の抑制と
国土の保全が最重要である今日，重大なことであ
る。
第 2に，新たな震災地を生み出すという問題
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がある。例えば地盤の悪い場所が多い甲府盆地が，
リニア新幹線の影響で過度に不適切に開発されれ
ば，南海トラフ震災が激化するし，曽根丘陵断層
帯の大地震66などによっても新たな被災地が生み
出されることになる。これは長野県飯田市なども
同様である。また名古屋駅周辺も，むしろ過密を
抜本的に低減すべきなのに，それを増大して震災
や水害を激甚化することになるだろう。
第 3に，要するにリニア中央新幹線は地震に

弱い国土を助長するものである。これは本稿の最
後で改めて述べるが，環境と人類の持続のために
分散型国土の形成こそが求められている現在，時
代錯誤の国土破壊といわざるをえない。

「リニア原発震災」を起こしてはならない

リニア新幹線は在来型新幹線より電力を消費し，
原子力発電所（原発）の存在を前提にしているので
はないかといわれることがあるが，JR東海はい
まだに具体的で詳細な消費電力の見積もりを公表
していない。第 1回小委で委員から電力供給の
健全性の議論と結果の公開が非常に重要だという
発言があり，第 8回小委で報告されたパブリッ
クコメントでも，消費電力や電磁波の影響につい
て情報公開すべきという意見が 5件あった。と
ころが小委は，その後消費電力に関する議論をま
ったくせず，JR東海に資料の提出を求めること
もしなかった。
ようやく最後の第 20回になって，「中央新幹

線小委員会答申（案）に関するパブリックコメン
ト」（2011. 4. 22～5. 5実施）で「電力消費量や電磁波の
影響に関するデータを公表すべき」という意見が
20件あったことから，参考資料として消費電力
の試算が報告された。それによると，16両編成
の営業用リニア列車が時速 500 kmで平坦なトン
ネル内を走行するときの消費電力は 3.5万 kWと
いう試算があり，首都圏―中京圏開業時に 1時間
5本で所要時間 40分とすると，合計約 27万 kW
になるという67。首都圏―関西圏の場合は（1時間 8

本，所要時間 67分），約 74万 kWだという。

これは，国交省・鉄道局で試算したという形で
同局の技術開発室長が報告した。そして，名古屋
開業時の 27万 kWは，東海道新幹線の東京・名
古屋間のピーク時の消費電力とおおむね同等の水
準だと述べた。だが，これは疑わしい（東海道新幹線
の消費電力は明示されなかった）。JR東海は「消費電力
のポイント」68でこの資料を引用しており，自ら
説明しようという姿勢がみられない。
阿部（2013）69は，東海道新幹線（時速 300 km）とリ

ニア新幹線（時速 500 km）の消費電力を推定し，前者
は 1.1万 kW，後者は 4.9万 kwで（ともに 16両編成），
不確定ながら後者は前者の 4.5倍だとした。

CO2排出量について JR東海は，東京・大阪間
で，航空機（B777-200）が 96.9であるのに対して超
電導リニアは 29.3（単位はともに kg-CO2/人）であり，
超電導リニアは高速でありながら優れた環境性能
を併せもつとしている70。しかし，JR東海の最
近の資料71によれば，東京・大阪間の B777-200
と新幹線（N700系のぞみ）の 1座席当たりの CO2排
出量はそれぞれ 50および 4.2（kg-CO2）だから，リ
ニアは航空機の半分以上，新幹線の 7倍もあり，
環境性能は悪い。これは，おおまかには消費電力
も新幹線の約 7倍であることを示している72。
宮崎実験線～山梨実験線決定の頃は日本の原発
の建設が強く進められていたから73，リニア鉄道
の電力供給源として当然のごとく原発が前提され
ていたと思われる。実際，1985年 9月に 1号機
が運転を開始して 7号機まで計画されていた柏
崎刈羽原発（新潟県）を所有する東京電力は，山梨
県への電力供給に熱心で，同県知事もリニア実験
線誘致などに備えて全面的に協力したいと明言し
ていた74。そして，東電の東山梨変電所（山梨県大月
市）が建設され，そこと柏崎刈羽原発を結ぶ西群
馬幹線・南新潟幹線が 93年 10月に 50万 V送
電を開始し，95年 10月には JR東海が建設中の
リニア実験線都留変電所に 15万 4千 Vで送電を
開始した75。
ただし，原発がなければリニアが動かないわけ
ではなく，現に東電の原発が全面停止しているな
かで山梨実験線の走行試験は続けられてきた。だ
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が，営業運転となれば原発の再稼働を望むのが
JR東海と政府の本音だろう76。品川・名古屋間
のリニア中央新幹線では東電と中部電力が半分ず
つ給電することになるが，前者の柏崎刈羽原発と
後者の浜岡原発（静岡県）の再稼働が図られる可能
性がある。むしろ，必要不可欠でなくとも，「夢
の超特急」で国民を釣って原発再稼働を実現しよ
うとするかもしれない。
もし，そのようにして浜岡原発が再稼働され，
リニアと原発が供用中に南海トラフ巨大地震が発
生したら，最悪の場合，浜岡原発が大事故を起こ
して放射能を放出し，リニア新幹線も埋没して多
くの犠牲者を出す未曽有の複合災害「リニア原発
震災」77が生じかねない。それは絶対に起こして
はならない。

ポストコロナで時代錯誤のリニア新幹線

筆者は新型コロナウイルス感染症の大流行が始
まる直前，『世界』誌上の「超広域大震災にどう
備えるか：大地動乱・人口減少時代の成長信仰が
衰亡をまねく」78で，リニア中央新幹線の批判を
含む一種の文明論を述べた。それは，コロナ禍で
人類史的な社会経済様式の変動を経験しつつある
現在，正鵠を射ていたと思われ，リニア建設の時
代錯誤性が改めて鮮明になった。

ポストコロナの日本のあり方

「激甚災害」というべき新型コロナウイルスの
大流行が今後どうなるか予断を許さないが，何と
か終息したのち（ポストコロナ）の日本社会は，大き
く変わるべきだろう。経済成長至上主義のもとで
効率・集中・大規模・高速などがよしとされてき
たが，ポストコロナでは，多くの市民が大切だと
感じてきた余裕（ゆとり）・分散・小規模・ゆった
りなどを社会の基本にすべきである。
コロナ禍で私たちが学んだことの一つは，未知
の感染症のほか，地球規模の自然災害，海外の原
発大事故，テロ，戦争などの不測の出来事で，世
界の生産・物流の大混乱が起こるから，そういう

事態に強い暮らし方をすべきことであった。
それに加えて日本では，迫り来る南海トラフ巨
大地震と首都直下地震が，日常生活に災害をもた
らすというレベルにとどまらず，明治維新以来
150年間営々と発展させてきた日本社会の根底を
揺動するものであることを忘れてはならない（前記
『世界』拙稿参照）。安倍首相（2020. 9. 10現在）はコロナ
禍を「百年に一度の国難」と言ったが79，もっと
凄まじい国難が目前に迫っているかもしれないの
である。
私は『世界』の論考で，日本を地震に強い社会
に変革するために，第一次産業の復権と分散型国
土の剏出，成長信仰からの脱却と自由貿易至上主
義の是正，過度の観光立国の見直しなどを訴えた
のだが，それはポストコロナ論にも通じる。
要するに今後は，首都圏・大都市圏の過密と地
方の過疎を抜本的に解消し，エネルギー自給や食
の地産地消を基本として域内で経済が循環するよ
うな自立的な地域社会を育てるべきである。地方
を強く元気にする王道は，虚業による「地方剏
生」などではなく，生存に必須な一次産業を復興
することだろう。それは日本の食料安全保障の根
幹でもある。そのためには，一次産業を衰退させ
て過疎を激化（都市を過密化）させてきた国際分業・
自由貿易至上主義を抑制しなければならない。こ
れはけっして国際協調に反することでも，保護主
義として非難されることでもない。むしろ日本は，
節度ある新たな貿易秩序の構築を世界に働きかけ
るべきだろう。
2018年 10月には国連の「気候変動に関する政
府間パネル」（IPCC）が，地球温暖化を 1.5度以内に
抑えることが緊要であり，人類社会のあらゆる側
面で急速かつ広範に，これまでに例を見ないよう
な変革が必要だとする特別報告書を公開した。要
するに，近代科学技術の誕生と産業革命以来の先
進国の偏った活動が限界に達しているのだ。
ポストコロナの日本は，災害（感染症も含む）に強

い社会・国土の剏造と地球温暖化防止をめざして，
「文明の転換」を果たすべきだろう。
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「スーパー・メガリージョン構想」は疑問

2015年 8月に「第二次国土形成計画（全国計
画）」が閣議決定された80。これは，急激な人口
減少や巨大災害の切迫などに対応して概ね 10年
間の国土づくりの方向性を定めるものだというが，
「対流促進型国土」の形成を基本構想に据え，「大
都市圏間の対流を促進する」としてリニア中央新
幹線を重視している。これを受けて 17年に「ス
ーパー・メガリージョン構想検討会」が設置され，
19年 5月に最終とりまとめが公表された81。そ
こでは，リニア中央新幹線で三大都市圏が結ばれ
ることにより，世界最大の経済規模をもつ「スー
パー・メガリージョン」の形成が期待されると謳
い，国全体の持続的成長につなげていくコアにな
るとしている。
しかし，前項の議論からみれば，第二次国土形
成計画もスーパー・メガリージョン構想も，高度
経済成長時代の遺物のようで，ポストコロナには
ふさわしくない。スーパー・メガリージョン構想
検討会の座長が中央新幹線小委の委員長だった家
田仁氏だから当然かもしれないが，リニア中央新
幹線の地震脆弱性も南海トラフ巨大地震による超
広域複合大震災の凄まじさも念頭にないらしいこ
とは，啞然とするほかない。

リニア中央新幹線の再考を

南海トラフ巨大地震に見舞われ，首都直下地震
が続発する可能性もあり，さらに南関東巨大地震
も忍び寄ってくる日本では，「三大都市圏の地位
を相対的に低くして」本当の分散型国土を造るこ
とこそが必須である。実は南海トラフ地震では，
大阪圏も大被害を受けると予想されるのだ82。三
大都市圏を結ぶことを金科玉条とするリニア中央
新幹線は時代遅れと言わざるをえないだろう。
本稿でみたように，リニア中央新幹線は，地球
上でいちばん地震危険度の高い地帯に建設されて
いるといえる。活断層による内陸大地震や南海ト
ラフ巨大地震で大被害と大惨事を生じ，最悪の場
合には技術的にも経済的にも復旧が困難で，廃線
になるかもしれない。JR東海が自己負担で推進

すると宣言したにもかかわらず投入された不透明
な公的資金（「第 3の森加計問題」と疑われる 3兆円の財政投

融資83）や JR東海の赤字の尻ぬぐいとともに，将
来世代への莫大な負の遺産になりかねない。「夢
のエネルギー」としてズルズル推進され，福島事
故を起こした原子力発電と同じである。大規模な
自然環境破壊と沿線住民の生活破壊84，建設と営
業における莫大なエネルギーの消費，さらには
「リニア原発震災」の恐怖を考えれば，コロナ禍
を機に工事を中止し，リニア中央新幹線計画をあ
らゆる面から根本的に再検討すべきであろう。
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